
​市　政　一　般　質　問​

​（通　告 内 容）​

​令和８年３月​

​那須塩原市議会定例会議​

​【質　問　者】​

​【令和８年２月２５日（水）】​

​１　10:00～　議席番号　１２番　森本　彰伸議員​

​２　11:15～　議席番号　　２番　松野　真弓議員​

​３　13:15～　議席番号　１６番　佐藤　一則議員​

​４　14:30～　議席番号　　８番　林　美幸議員　​

​【令和８年２月２６日（木）】​

​１　10:00～　議席番号　１７番　星　宏子議員　​

​２　11:15～　議席番号　　４番　小出　浩美議員​

​３　13:15～　議席番号　　５番　矢島　秀浩議員​

​　４　14:30～　議席番号　　６番　堤　正明議員　　​

​【令和８年２月２７日（金）】​

​　１　10:00～　議席番号　　１番　戸張　靖久議員　​

​　２　11:15～　議席番号　１０番　山形　紀弘議員　​













​受付番号​

​第 １ 号​

​令和　８年　２月　２日​

​午前​
​　　 　５時１７分受付​

​午後​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​

​令和８年　２月　２日​

​　那須塩原市議会議長　齊藤　誠之　様​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​​議席番号　１６番　　佐藤　一則　　​

​　​

​市政一般質問通告書​

​令和８年３月那須塩原市議会定例会議における市政一般質問を下記のとおり通告しま​

​す。​

​記​

​質問事項​ ​質問の内容（詳細に）​

​１．人口減少対策につ​

​　　いて　​

​　日本の総人口は、2021年で１億2,550万人。そのうち年少​

​人口(０～14歳)は1,478万人と総人口の11.8％を占めます。​

​世界全域の年少人口割合(国連推計)は25.4％であり、日本​

​は、年少人口割合がかなり低い国であるといえます。​

​　本市の人口は、令和２(2020)年10月に行われた国勢調査で​

​は115,210人でした。これは、平成27(2015)年の国勢調査結​

​果である117,146人に対し1,936人減少しており、第1次那須​

​塩原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の推計人口よりも人​

​口減少のペースが早まっています。​

​　さらに、第２次那須塩原市まち・ひと・しごと創生総合戦​

​略によると、この国勢調査の結果を基に、このペースが続く​

​とすると、本市の総人口は令和22(2040)年に98,343人まで減​

​少する見込みであり、その後も減少が続くと予測されること​

​から、人口減少の現状と人口増加の取組について、以下のと​

​おり伺います。​

​　​

​⑴　本市の現状について​

​　①年齢(３区分)別人口の推移の傾向について​

​　②年齢(３区分)別人口割合の推移の傾向について​



​　③自然増減数の推移の傾向について​

​　④合計特殊出生率の推移の傾向について​

​　⑤転入者・転出者数の推移の傾向について​

​⑵　人口増加の取組について​

​　①男女の出会い・結婚の支援について​

​　②子育て環境の充実について​

​　③学校教育の充実・学校教育環境の整備について​



​受付番号​

​第４号​

​令和　８年　２月　３日​

​午前​
​　　 　５時２３分受付​

​午後​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​

​令和８年２月３日​

​　那須塩原市議会議長　齊藤　誠之　様​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​​議席番号　８番　林　美幸　　​

​　​

​市政一般質問通告書​

​令和８年３月那須塩原市議会定例会議における市政一般質問を下記のとおり通告しま​

​す。​

​記​

​質問事項​ ​質問の内容（詳細に）​

​１．「二地域居住」と​

​「地域生活圏」の形成​

​について​

​　国土交通省では、「二地域居住」について、「都市部と地​

​方部の二つの拠点を持ち、定期的に地方で暮らし、余暇を過​

​ごしたり、仕事を行ったりする新しいライフスタイルの一​

​つ」と定義しています。​

​「二地域居住」は、実践する当事者にとっては多様な暮らし​

​方や心身の健康につながるものであり、受け入れる地方部に​

​とっても、人手不足の解消や地域コミュニティの活性化な​

​ど、持続可能な地域づくりにつながる取組とされています。​

​　現在、人口減少と少子高齢化が加速する中で、特に地方部​

​においては、暮らしに必要なサービスの利便性が低下してお​

​り、従来の「縦割り」や「行政区域」に縛られた行政サービ​

​スのみでは、住民の日常生活を支えることに限界が見え始め​

​ています。​

​　本市は、内閣府から「ＳＤＧｓ未来都市」に選定され、​

​「誰一人取り残さないまちづくり」を目指すとともに、本市​

​のパーパス（存在目的・活動目的）においても、人と人との​

​つながりや、多様な関わりによる地域の持続性を重視してい​

​ます。​

​　こうした理念を具現化するためには、市町の境界にとらわ​



​２．住宅確保要配慮者​

​に対する支援について​

​れず、住民目線で暮らしに必要なサービスを維持する「地域​

​生活圏」の形成が必要であると考えます。　​

​この「地域生活圏」の構築にあたっては、地域課題の解決と​

​経済性を両立させる民間事業者の活力を官民連携によって最​

​大限に引き出すことが、人々が将来にわたって安心して働​

​き、暮らし続けられる地域を実現する鍵となります。​

​　これらを踏まえ、本市における「二地域居住」の活用と​

​「地域生活圏」の形成に向けた考え方について以下のとおり​

​伺います。​

​　⑴　「二地域居住」への所見について​

​　⑵　本市が進めてきた定住自立圏構想と「二地域居住」と​

​　　の関係性について​

​　⑶　「地域生活圏」への形成について​

​　⑷　次期総合計画における重要政策への位置づけ​

​　高齢者、障がいのある方、低所得者、子育て世帯など、住​

​宅確保要配慮者を取り巻く環境は、年々厳しさを増している​

​と感じています。​

​　また、市営住宅については、本来セーフティネットとして​

​の役割が期待される一方で、現行の入居要件や運用では、支​

​援が必要な方が制度の狭間に置かれてしまう状況もあると認​

​識しています。さらに、居住支援については、福祉や住宅な​

​どの分野ごとに個別対応となっており、入居前から入居後ま​

​でを切れ目なく支える体制の構築が求められています。​

​　こうした中、国では令和６年に住宅確保要配慮者に対する​

​賃貸住宅の供給の促進に関する法律等を改正し、市区町村に​

​よる居住支援協議会の設置を努力義務としました。​

​　このような現状と課題を踏まえ、住宅確保要配慮者に対す​

​る本市の居住支援の現状認識と、今後の取組について伺いま​

​す。​

​　⑴　住宅確保要配慮者に該当する直近２年間の相談件数に​

​　　ついて​

​　⑵　住宅確保要配慮者の相談について、複数の課や関係機​



​３．生活困窮者自立支​

​援事業の推進について​

​　　関が連携して対応した事例について​

​　⑶　居住支援を目的とした協議会の設置の必要性について​

​　近年、生活に困難を抱える世帯は増加しており、本市にお​

​いても、生活保護に至る前段階の支援が十分に行き届かず、​

​結果として生活保護制度利用へ移行せざるを得ないケースが​

​少なくないと感じています。​

​　生活困窮者自立支援制度は、生活保護に至る前の段階の自​

​立支援策の強化を図るため、経済面や家族関係、精神的な問​

​題など、さまざまな理由で生活に困窮する人たちの相談を自​

​治体が幅広く受け入れ、就労など必要なサービスにつなげて​

​いく制度です。本市では、社会福祉協議会と民間による相談​

​支援と、食品支援を通じた取組が行われていますが、これら​

​は現在、個別の活動として実施されています。​

​　生活保護に至る前段階からの自立支援を強化するために​

​は、本市と社会福祉協議会や民間団体等が連携した官民連携​

​の仕組みが必要であると考えることから、以下の点について​

​伺います。​

​　⑴　本市の生活困窮者自立支援制度の昨年の事業別実施状​

​　　況について​

​　⑵　本市の生活困窮者自立支援制度の課題について​

​　⑶　支援に関する情報共有を目的とした支援会議の取組状​

​　　況について​

​　⑷　官民連携の必要性について​











​受付番号​

​第５号​

​令和　８年　２月　５日​

​午前​
​　　 　１０時１２分受付​

​午後​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​

​令和８年２月５日​

​　那須塩原市議会議長　齊藤　誠之　様​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​​議席番号　５番　矢島　秀浩　　​

​　​

​市政一般質問通告書​

​令和８年３月那須塩原市議会定例会議における市政一般質問を下記のとおり通告しま​

​す。​

​記​

​質問事項​ ​質問の内容（詳細に）​

​１．2030年を見据えた​

​ＩＣＴ教育の深化と、​

​一人ひとりに寄り添う​

​不登校支援について​

​　本市の教室では今、子どもたちがタブレット端末を持ち、​

​授業を受ける姿が当たり前の光景となりました。​

​本市が次に見据えるべきは少し先になりますが、次期学習​

​指導要領の全面実施が見込まれる「2030年」です。 ＡＩが​

​社会の至る所に浸透する未来において、子どもたちが技術に​

​振り回されるのではなく、ＡＩを良きパートナーとして使い​

​こなし、自分らしい人生をたくましく切り拓いていく力を育​

​む事が今後重要になってくると思います。​

​まさに国のＧＩＧＡスクール構想・第２期の節目を迎えた​

​今、子どもたちが情報を賢く役立てる力をじっくり伸ばして​

​いくカリキュラムや、先生方がより一層子どもたちと向き合​

​えるような校務のデジタル化、そして学校と家庭が手を取り​

​合って学びを支える仕組みづくりなど、次の一歩となる温か​

​な施策が必要と感じます。それと同時に、ＩＣＴを単なる道​

​具としてではなく、子どもたちと社会を優しく繋ぐ「学びの​

​命綱」と捉える視点、オンラインを活用した居場所づくり​

​や、家庭にいながらでも個々のペースで進められる学習支援​

​を具体的な形にしていくことが、今後求められると考える事​

​から、以下のとおり質問いたします。​



​　⑴　ＡＩ・ＩＣＴ教育の現状と2030年に向けた展望につい​

​　　て​

​　　①　ＩＣＴ教育の現状とこれまでの成果と課題について​

​　　　伺う​

​　　②　生成ＡＩの活用と情報リテラシー教育の取組につい​

​　　　て伺う​

​　　③　2030年「次期学習指導要領」全面実施への考えにつ​

​　　　いて伺う​

​　⑵　ＡＩ・ＩＣＴを活用した「誰一人取り残さない」不登​

​　　校支援について​

​　　①　不登校の未然防止と早期対応に向けたAIの活用につ​

​　　　いて市の所感を伺う​

​　　②　家庭でのＩＣＴ学習における「出席扱い・評価」の​

​　　　柔軟な運用について市の所感を伺う​

​　　③　オンラインを活用した「多様な学びの場」の確保に​

​　　　ついて市の所感を伺う​

​　⑶　本市が描く2030年に向けた那須塩原市のＡＩ・ＩＣＴ​

​　　を活用した教育のこれからについて​



​受付番号​

​第８号​

​令和　８年　２月　９日​

​午前​
​　　 １１時４４分受付​

​午後​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​

​令和８年２月９日​

​　那須塩原市議会議長　齊藤　誠之　様​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​​議席番号　６番　　堤　正明　　　　​

​　​

​市政一般質問通告書​

​令和８年３月那須塩原市議会定例会議における市政一般質問を下記のとおり通告しま​

​す。​

​記​

​質問事項​ ​質問の内容（詳細に）​

​１．死亡・相続におけ​

​る手続と支援について​

​２．水道料金・下水道​

​使用料の見直しについ​

​て​

​　死亡・相続に伴い、遺族には様々な行政手続や民間手続が​

​発生する。必要な手続は故人や遺族の状況によっても異な​

​り、かつ、手続窓口も多岐にわたる。​

​　デジタル庁では、死亡・相続に関する手続のオンライン・​

​デジタル化を進めることで、遺族の負担軽減、利便性向上と​

​市区町村等における手続の効率化を図るとしている。​

​　高齢化社会の中、残った親族が行わなければならない手続​

​が多岐にわたり、困難を極めていると考えることから手続の​

​簡素化・支援について以下お聞きする。​

​　⑴　本市の死亡者数の直近３年間の推移について　​

​　⑵　死亡時の行政手続の項目について​

​　⑶　死亡手続のワンストップ化について​

​　⑷　葬儀、墓、相続等民間企業との連携について​

​　物価高が続いている中、水道料金・下水道使用料見直しの​

​必要性の有無について検討されていることから以下お聞きす​

​る。​

​　⑴　水道料金・下水道使用料の現状について​

​　⑵　上下水道事業審議会の構成と審議状況について​



​　⑶　現行の水道料金・下水道使用料を維持する考えはある​

​　　か​



​受付番号​

​第１０号​

​令和　８年　２月　９日​

​午前​
​　　 　４時３０分受付​

​午後​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​

​令和８年２月９日​

​　那須塩原市議会議長　齊藤　誠之　様​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​​議席番号　１番　　戸張　靖久　　​

​　​

​市政一般質問通告書​

​令和８年３月那須塩原市議会定例会議における市政一般質問を下記のとおり通告しま​

​す。​

​記​

​質問事項​ ​質問の内容（詳細に）​

​１．スポーツを通じた​

​健康づくりについて​

​２．児童生徒の自主学​

​習への支援について​

​　少子高齢化が進む中、健康寿命の延伸や生活習慣病の予防​

​は、本市にとって重要な課題であると考えます。その中で、​

​スポーツや運動は、子どもから高齢者まで、心身の健康を支​

​える有効な手段であり、地域のつながりづくりにも寄与する​

​ものと考えることから以下について伺います。​

​　⑴　本市におけるスポーツ・運動を通じた健康づくりの取​

​　　組の現状と、その成果について伺います。​

​　⑵　子ども、働く世代、高齢者など、世代ごとの健康課題​

​　　に応じたスポーツ施策の展開について伺います。​

​　⑶　誰もが気軽にスポーツに親しめる環境づくりに向けた​

​　　取組について伺います。​

​　　①　施設整備について​

​　　②　指導者確保について​

​　　③　地域団体との連携について​

​　近年、家庭環境や地域によって、児童生徒の学習機会に格​

​差が生じていることが全国的な課題となっています。本市に​

​おいても、放課後や休日に自宅で十分な学習環境を確保でき​

​ない児童生徒や、学習習慣の定着に課題を抱えるケースがあ​



​るとお聞きしております。　　　　　　​

​　こうした中で、学校外における学習支援や、安心して学習​

​に取り組める「居場所」としての自主学習スペースの重要性​

​は、今後ますます高まるものと考えます。学力向上のみなら​

​ず、子どもたちの自己肯定感や学ぶ意欲を育む観点からも、​

​地域全体で支える仕組みづくりが求められていると考えるこ​

​とから、以下について伺います。​

​　⑴　学校外での学習の場について伺います。​

​　　①　現状について​

​　　②　課題について​

​　⑵　学習の場への送迎が困難な世帯に対する支援について​

​　　伺います。​

​　　①　現状について​

​　　②　課題について​

​　⑶　タブレットによる学習が浸透する中、自宅にインター​

​　　ネット環境がない世帯に対する支援について伺います。​

​　　①　現状について​

​　　②　課題について​

​　⑷　生活に困窮している世帯の児童生徒に対する学習支援​

​　　について伺います。​

​　　①　現状について​

​　　②　課題について​



​受付番号​

​第９号​
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​　那須塩原市議会議長　齊藤　誠之　様​
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​　​

​市政一般質問通告書​

​令和８年３月那須塩原市議会定例会議における市政一般質問を下記のとおり通告しま​

​す。​

​記​

​質問事項​ ​質問の内容（詳細に）​

​１．リニューアルオー​

​プンした道の駅「明治​

​の森・黒磯」について​

​　令和６年４月にリニューアルオープンした道の駅「明治の​

​森・黒磯」は、本市の基幹産業で農業と観光の拠点として整​

​備され１年余りが経過しました。農産物直売所やレストラ​

​ン、乳製品加工所、多目的スペースを備え「食」と「農」の​

​魅力を発信する施設として一定の評価を得ていると考えま​

​す。​

​　本市が全国有数の生乳生産地である強みを生かした商品開​

​発や、生産者と消費者をつなぐ取組は、地域振興の観点から​

​重要であり、旧青木家那須別邸や自然豊かなお花畑や芝生広​

​場に隣接する立地も大きな魅力の一つです。一方で、道の駅​

​は完成がゴールではなく、運営によってその価値が問われる​

​施設であると考えます。​

​　リニューアルから１年余り迎えた今、当初掲げた「農業振​

​興」「観光振興」「交流拠点化」の目的がどの程度達成され​

​ているのか、来場者数や売上高だけでなく、地域農業への波​

​及効果や観光客の回遊性、雇用創出などの視点から検証する​

​必要があると考えます。​

​　次の成長につなげるため、これまでの成果と課題を整理​

​し、今後どのような運営方針と具体的施策を講じていくの​



​２．那須塩原市ＤＸア​

​クションプランに基づ​

​く上下水道分野のデジ​

​タル化の推進について​

​か、以下の点についてお伺いいたします。​

​　⑴　リニューアル時に掲げた目的と目標に対する成果と評​

​　　価についてお伺いします。​

​　⑵　農業や酪農等の生産者における参画の現状および経済​

​　　的効果についてお伺いします。​

​　⑶　来場者数の推移についてお伺いします。​

​　⑷　周辺観光資源との連携についてお伺いします。​

​　⑸　現在の運営体制と収益構造の評価と課題についてお伺​

​　　いします。​

​　⑹　現状における課題と今後の発展に向けた具体的な施策​

​　　についてお伺いします。​

​　本市では「那須塩原市ＤＸアクションプラン」に基づき、​

​行政サービスの高度化・効率化と持続可能な行財政運営の実​

​現を目指し、デジタル技術の活用を進める方針が示されてお​

​ります。​

​　一方、上下水道事業は市民生活と地域経済を支える最重要​

​インフラであり、施設の老朽化、職員数の減少、災害対応力​

​の強化、経営の安定化など、複合的な課題を抱えていると考​

​えます。特に本市は行政区域が広く、漏水調査や設備点検、​

​検針業務などに多くの人手と時間を要している現状があると​

​推察します。今後、人口減少が進行する中、従来型の人手に​

​依存した運営体制では、将来にわたり安定した上下水道サー​

​ビスを維持することが困難となることが懸念されます。​

​　こうした状況に対し、ＤＸアクションプランで掲げるデー​

​タ活用や業務のデジタル化、スマート技術の導入は、上下水​

​道事業の省力化・高度化を進める有効な手段でありと考えま​

​す。ＤＸは単なる機器導入ではなく、業務の在り方そのもの​

​を見直し、限られた人材と財源の中で持続可能な上下水道経​

​営を実現するための戦略であると考えます。​

​　そこで、本市ＤＸアクションプランを上下水道分野にどの​

​ように具体化し、将来にわたり安全で安定した体制を構築し​

​ていくのかについて、以下の点についてお伺いいたします。​



​　⑴　アクションプランにおける上下水道部の具体的な取組​

​　　内容についてお伺いします。​

​　⑵　スマートメーターの検討状況と導入における業務効率​

​　　化で期待する効果についてお伺いします。​

​　⑶　老朽化する水道管路の維持管理におけるデジタル技術​

​　　の活用についてお伺いします。​

​　⑷　災害時の被害把握や復旧対応におけるＤＸ活用の現状​

​と　　今後の方針についてお伺いします。​

​　⑸　水道利用情報の見える化やオンライン手続きなど、市​

​　　民サービス向上の取組についてお伺いします。​

​　⑹　ＤＸ推進に伴う具体的な効果についてお伺いします。​


